
 

 

   令和８年度弘前市地域公共交通人財確保推進事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市は、地域公共交通の確保・維持を図るため、交通事業者が実施する乗務員等（公共交

通の運行や設備の保守等に従事する者をいう。以下同じ。）の人財確保に資する取組につい

て、令和８年度予算の範囲内において、弘前市地域公共交通人財確保推進事業費補助金（以下

「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、弘前市補助金等交付規則

（平成１８年弘前市規則第５７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の

定めるところによる。 

 （補助事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業者（以下「補助事業者」という。）は、次のとおりとす

る。 

 (1) 市内に営業所を置くバス事業者（道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号

イに定める一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者をいう。） 

 (2) 協同組合弘前ハイヤー協会に加盟するタクシー事業者（道路運送法第３条第１号ハに定め

る一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者をいう。ただし、個人事業主及び福祉輸送事業

限定許可を受けている者を除く。） 

 （補助事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）、対象となる経費（以下

「補助対象経費」という。）、補助率及び補助金の額は、別表のとおりとする。 

 （交付申請） 

第４条 規則第３条の補助金等交付申請書は、令和８年度弘前市地域公共交通人財確保推進事業

費補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の申請書に添付する書類は、次のとおりとする。 

 (1) 事業計画書（様式第２号） 

 (2) 収支予算書（様式第３号） 

３ 市長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。 

 （交付の条件） 

第５条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定を受けた場合において、規則第５条の規定によ

り付された条件とする。 

 (1) 補助事業の内容を変更する場合は、あらかじめ令和８年度弘前市地域公共交通人財確保推

進事業費補助金事業変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出して、その承認を受けるこ

と。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ令和８年度弘前市地域公共交通人財



 

 

確保推進事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提出して、その

承認を受けること。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速

やかに市長に報告してその指示を受けること。 

 （交付決定） 

第６条 規則第６条の補助金等交付決定通知書は、令和８年度弘前市地域公共交通人財確保推進

事業費補助金交付決定通知書（様式第６号）とする。 

 （申請の取下げ） 

第７条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期日として市長が定め

る日は、補助金の交付決定通知書の送付を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。 

 （実績報告） 

第８条 規則第１２条の補助事業等実績報告書は、令和８年度弘前市地域公共交通人財確保推進

事業費補助金事業完了（廃止）実績報告書（様式第７号）とする。 

２ 前項の報告書に添付する書類は、次のとおりとする。 

 (1) 事業実績報告書（様式第２号） 

 (2) 収支精算書（様式第３号） 

 (3) 財産管理台帳（様式第８号）の写し 

 (4) 補助対象経費の支払を証する書類の写し 

３ 市長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。 

４ 第１項の報告書の提出期限は、補助事業が完了した日又は第５条第２号の規定により補助事

業の廃止の承認を受けた日の翌日から起算して３０日を経過した日又は令和９年３月３１日の

いずれか早い日とする。 

 （補助金の額の確定通知） 

第９条 規則第１３条の補助金等交付額確定通知書は、令和８年度弘前市地域公共交通人財確保

推進事業費補助金交付額確定通知書（様式第９号）とする。 

 （財産の管理及び処分） 

第１０条 規則第２０条第２号の市長が定めるものは、補助金により取得した機械、器具等のう

ち取得価格が５０万円以上のものとする。 

２ 規則第２０条ただし書の市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定められた当該備品等の耐用年数を経過するまでの期間とす

る。 

３ 補助事業者は、規則第２０条の処分をしようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書

（様式第１０号）を市長に提出して、その承認を受けなければならない。 

４ 前項の承認を受けようとする場合において、交付した補助金のうち規則第２０条の処分時か



 

 

ら第２項に規定する期間が経過するまでの期間に相当する額を返還するとともに、当該処分に

より補助事業者に利益が生じる場合は、交付した補助金額の範囲内でその利益の全部又は一部

を市に納付するものとする。 

５ 補助事業者は、補助事業により取得し、効用の増加した財産を善良な管理者の注意をもって

管理するとともに、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的な運用を図ることとす

る。 

６ 補助事業者は、補助事業の完了後は、補助事業により整備した設備について、減価償却資産

の耐用年数等に関する省令に定める耐用年数に相当する期間にわたって継続して使用すること

とする。 

７ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、財産管理台帳

（様式第８号）その他関係書類を第２項に規定する期間整備保管することとする。 

 （補助金の請求等） 

第１１条 補助金の請求は、令和８年度弘前市地域公共交通人財確保推進事業費補助金請求書

（様式第１１号）を市長に提出して行うものとする。 

２ 補助金は、前項の請求書が提出された日から起算して３０日以内に口座振込により交付す

る。 

３ 補助金は、概算払により交付することができる。 

 （帳簿等の保管） 

第１２条 補助事業者は、補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項

を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを令和９年４月１日から５年間（第１０条第

１項に規定する財産がある場合には、同条第２項に規定する期間）保管しなければならない。 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行し、令和８年度の補助事業について適用する。 

 

 

  



 

 

別表（第３条、第４条関係） 

 

補助事

業及び

補助対

象経費 

１ 採用育成活動推進事業 

 補助事業者が実施する乗務員等の採用及び育成に要する経費のうち、次に掲げる

もの 

 (1) 求人誌や求人サイトへの掲載等に係る経費 

 (2) 採用説明会等の開催又は外部団体が主催する採用説明会等への参加に係る経

費 

 (3) 研修の実施又は外部団体が実施する研修への乗務員等の派遣に係る経費 

 (4) 人財採用に係る外部専門家の招へいに係る経費 

 (5) 大型自動車第二種運転免許、中型自動車第二種運転免許及び普通自動車第二

種運転免許の取得支援に係る経費 

 (6) その他市長が特に必要と認める経費 

２ 労働環境改善対策事業 

 補助事業者が実施する乗務員等の労働環境改善対策に係る経費のうち、次に掲げ

るもの 

 (1) 働きやすい職場環境づくりに係る経費 

 (2) 省人化のための交通ＤＸの導入に係る経費 

 (3) その他市長が特に必要と認める経費 

補助率

及び補

助金の

額 

 補助対象経費の実支出額から国、県その他の団体から受ける補助金その他の収入

額を除いた額の１０分の８に相当する額又は６００，０００円のいずれか低い額以

内の額とする。 

 この場合において、複数の補助事業を実施する場合も、補助金の上限額は１補助

事業者当たり６００，０００円とする。 

 なお、補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てるも

のとする。 

（注）消費税及び地方消費税は、補助対象経費に含めない。 


